
令和５年度一般会計予算について

１ 基本方針

令和５年度当初予算は、歳入においては、個人市民税が納税義務者数の増加等により堅

調に増加し、固定資産税についても、商業地等に対する課税標準の上昇緩和措置終了等に

より増加が見込まれる。

歳出においては、エネルギー価格・物価上昇等の影響により経常的経費が増加するほか、

借地を解消するために小学校の用地を取得することなどから、予算総額は前年度から大き

く増加している。

主な内容について、都市基盤整備の分野では、和光版ⅯａａＳ構想の実現に向けて自動

運転サービス導入に関する２期区間整備工事を実施するとともに、１期区間で実証走行を

行う。

教育の分野では、第三小学校の建て替えに向けた用地の取得を進めるほか、第三中学校

における新たな特別支援学級の新設に向けて整備を行う。また、学校給食については、エ

ネルギー価格・物価急騰に伴う保護者の負担軽減のため、学校給食の食材費支援を行う。

防災の分野では、防災施設の計画的な整備として、第４分団の車庫・防災倉庫新築工事

を行う。

市民生活の分野では、農業体験センターの大規模改修工事や市民が必要なときに情報を

入手できる環境を整えるため、市ホームページのリニューアルを行う。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ３１５億４００万円

（対前年度比 ３４億９，３００万円、１２．５％の増）

(1) 市税の状況

市税合計額 １６０億７，０４３万２千円

（対前年度比 ３億２，３９９万２千円、２．１％の増）

【主要税目の状況】

・個人市民税 １億８，３８５万円増加(対前年度比 ２．７％の増)

・法人市民税 ３６２万円増加(対前年度比 １．０％の増)

・固定資産税 １億１，２７８万円増加(対前年度比 １．７％の増)

※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較
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(2) 市債の状況

市債合計 ２４億６，０９０万円

（対前年度当初比 １７億１，１４０万円、２２８．３％の増）

・福祉の里駐車場整備事業債 ２億１，２００万円

・農業体験センター改修事業債 １，１４０万円

・藤ノ木橋雨水ポンプ場ポンプ設備改修事業債 １，２２０万円

・市道舗装補修事業債 ９，１００万円

・自動運転サービス整備事業債 ９，１１０万円

・白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業債 ４，９９０万円

・越後山土地区画整理組合活動支援事業債 ９，３１０万円

・大坂ふれあいの森用地取得事業債 １億１，７６０万円

・防災倉庫等整備事業債 １億９，８００万円

・第三小学校用地取得事業債 １３億５００万円

・第三中学校特別支援学級整備事業債 ２億５，１１０万円

・午王山遺跡用地取得事業債 ２，８５０万円

令和５年度末における一般会計地方債現在高の見込額

１６１億２，７７９万５千円（令和４年度から４億２，３１２万５千円の増）

令和５年度一般会計地方債元金償還見込額

２０億３，７７７万５千円（令和４年度から９，０５９万１千円の増）

※ 和光市健全な財政運営に関する条例第９条第３項に基づく起債合計額が地方債

元金償還（見込）額を上回る理由

令和４年度に工事設計を行っている防災倉庫等整備事業及び第三中学校特別

支援学級整備事業に係る起債や借地の解消に取り組む必要のある小学校用地の取

得に係る起債などから、起債合計額が地方債元金償還見込額を上回るものです。
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（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金

(目標値：標準財政規模の10％)

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設の整備に充てる基金)

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

(公共用地取得事業に充てる基金)

公 共 施 設 整 備 基 金
(学校教育施設以外の公共施設整備に充てる基金)

都 市 基 盤 整 備 基 金

(都市基盤整備事業に充てる基金)

ま ち づ く り 基 金 28,488 5 10,959 17,534 

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

(森林整備及びその促進費用に充てる基金)

合 計 4,120,753 9,131 1,671,287 2,458,597 

令 和 ５ 年 度
基　　　金　　　名

令和４年度末
現在高見込額

令和５年度末
現在高見込額

2,065,892 34 1,410,328 655,598 

1,205,783 61 0 1,205,844 

223,688 7 100,000 123,695 

184,455 7 50,000 134,462 

388,254 15 100,000 288,269 

24,193 9,002 0 33,195 

(3) 基金の積立及び取崩状況

基金繰入金の合計 １６億７，１２８万７千円

（対前年度比 １０億７，１８２万８千円、１７８．８％の増）

(4) 地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応

地方消費税交付金 １６億１，２００万円

うち消費税率引き上げ分 ８億８，６６０万円

社会保障施策に要する経費 １１２億５，７６４万円

【社会保障施策への対応】

・障害者福祉費 １億８，２８２万円

・保育園費 ４億８，２７９万円

・学童クラブ費 ３，３７３万円

・生活保護費 １億５，５３１万円

・予防費 ３，１９５万円
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（単位：千円）

財 源 内 訳

事 業 名 事 業 費 一 般 財 源

都市計画 税 そ の 他

街 路 整 備 0 0 0 0 

公 園 整 備 0 0 0 0 

下水 道 整 備 348,245 0 286,927 61,318 

焼却 場 整 備 0 0 0 0 

都市計画事業　計 348,245 0 286,927 61,318 

区 画 整 理 事 業 794,405 161,564 521,412 111,429 

地 方 債 償 還 748,300 0 616,541 131,759 

合 計 1,890,950 161,564 1,424,880 304,506 

特 定 財 源

※都市計画税は、各事業費から特定財源を控除した一般財源の比率に応じて按分し、
　充当しています。

(5) 都市計画税の使途予定について
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 16,070,432 15,746,440 323,992 2.1

2 111,000 115,500 △ 4,500 △ 3.9

3 4,000 7,000 △ 3,000 △ 42.9

4 65,000 51,000 14,000 27.5

5 58,000 70,000 △ 12,000 △ 17.1

6 88,000 62,000 26,000 41.9

7 1,612,000 1,444,000 168,000 11.6

8 1,000 1,300 △ 300 △ 23.1

9 10,700 14,300 △ 3,600 △ 25.2

10 9,450 27,450 △ 18,000 △ 65.6

11 70,001 78,001 △ 8,000 △ 10.3

12 10,000 10,000 0 0.0

13 7,000 8,000 △ 1,000 △ 12.5

14 236,668 284,816 △ 48,148 △ 16.9

15 294,385 287,589 6,796 2.4

16 5,640,062 5,432,106 207,956 3.8

17 2,321,616 2,258,456 63,160 2.8

18 29,461 21,816 7,645 35.0

19 2 2 0 0.0

20 1,671,290 599,462 1,071,828 178.8

21 450,000 450,000 0 0.0

22 283,033 292,262 △ 9,229 △ 3.2

23 2,460,900 749,500 1,711,400 228.3

31,504,000 28,011,000 3,493,000 12.5

令和５年度一般会計歳入予算概要

歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

歳　入　合　計

- 5 -



（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 268,975 215,667 53,308 24.7

2 3,271,328 2,981,948 289,380 9.7

3 14,589,916 13,899,869 690,047 5.0

4 2,157,752 2,096,905 60,847 2.9

5 42,504 50,400 △ 7,896 △ 15.7

6 65,172 51,322 13,850 27.0

7 81,131 82,741 △ 1,610 △ 1.9

8 3,006,099 2,515,448 490,651 19.5

9 1,181,675 1,009,441 172,234 17.1

10 4,679,014 3,032,391 1,646,623 54.3

11 2,111,379 2,026,786 84,593 4.2

12 9,055 8,082 973 12.0

13 40,000 40,000 0 0.0

31,504,000 28,011,000 3,493,000 12.5

令和５年度一般会計歳出予算概要

歳　出　科　目

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

予備費

歳　出　合　計
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令和５年度国民健康保険特別会計予算について

１ 基本方針

令和５年度は、第２期事業計画の最終年度として、引き続き健康寿命の延伸と安定的

な国民健康保険運営の実現を基本理念として事業運営に取り組むとともに、令和６年度

からの第３期国保事業計画に更新時期を迎えるデータヘルス計画及び特定健康診査等実

施計画を加えた、和光市国民健康保険ヘルスプランの策定を行う。

国民健康保険特別会計の財政状況においては、新型コロナウイルス感染症の収束が見

えない中、不確実性が継続している。

国民健康保険事業費納付金に見合う財源を確保するため、更なる医療費適正化・収納

率の向上について効果的な対策を講じ、国民健康保険財政の健全化を推進する。

保健事業の推進

特定健診の未受診者対策の強化や特定保健指導の終了率の向上、糖尿病性腎症重

症化予防対策事業による人工透析移行の防止、生活習慣病発生及び脳梗塞・心筋梗

塞の入院再発を予防する取組、健康マイレージ、健康サポート訪問事業等の実施に

より、被保険者の健康の保持・増進と医療費の適正化を図る。

自主財源の確保

口座振替の利用促進、納税サポートセンターによる初期滞納解消への早期着手等に

より、収納率の向上を図る。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ６３億５，１９７万６千円

（対前年度比 １，８２３万７千円、０．２９％の増）

Ⅰ 被保険者数の状況

項 目 説 明

１ 世帯数

２ 被保険者数

令和３年度平均 9,695 世帯

令和４年度平均見込 9,446 世帯

令和５年度平均見込 9,203 世帯

（対前年増減 △2.57％）

令和３年度平均 13,911 人

令和４年度平均見込 13,508 人

令和５年度平均見込 13,104 人

（対前年増減 △2.99％）
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Ⅱ 歳入

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 国民健康保険税 1,382,218 現年課税分 1,315,462 千円

（対前年増減 4.32％）

ア 一般分 1,315,459 千円

調定額 1,432,964 千円

収納率 91.8％

イ 退職分 3千円

滞納繰越分 66,756 千円

（対前年増減 △ 30.11％）

ア 一般分 65,581 千円

イ 退職分 1,175 千円

２ 一部負担金 2

３ 使用料及び手数料 1

４ 国庫支出金 1 災害臨時特例補助金

５ 県支出金 4,177,791 保険給付費等交付金

ア 普通交付金 4,107,158 千円

イ 特別交付金 70,633 千円

６ 財産収入 1 預金利子

７ 繰入金 722,305 一般会計繰入金 377,344 千円

ア 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

120,000 千円

イ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

90,000 千円

ウ 未就学児均等割保険税繰入金

3,315 千円

エ 事務費繰入金 42,362 千円

オ 出産育児一時金繰入金 21,667 千円

カ その他繰入金 100,000 千円

基金繰入金 344,961 千円

財政調整基金繰入金

８ 繰越金 40,000

９ 諸収入 29,657

歳入合計 6,351,976
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Ⅲ 歳出

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 総務費 42,362

２ 保険給付費 4,146,937 一般被保険者分 4,098,444 千円

（対前年増減 0.66％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 3,530,412 千円

イ 療養費 47,640 千円

ウ 高額療養費 519,432 千円

⑵ 退職被保険者分 5千円

⑶ 審査支払手数料 9,324 千円

⑷ 出産育児一時金等 32,514 千円

（50 万円×65 件+手数料）

⑸ 葬祭費 4,250 千円

（5万円×85 件）

⑹ 傷病手当金 2,400 千円

３ 国民健康保険

事業費納付金

2,004,033 一般被保険者分 2,002,939 千円

（対前年増減 △1.40％）

退職被保険者分 1,094 千円

４ 共同事業拠出金 1 退職者医療共同事業拠出金

５ 保健事業費 138,338 保健衛生普及活動 31,150 千円

参考・主な内容

ア 糖尿病性腎症重症化予防対策事業

イ 健康マイレージ事業

ウ ジェネリック医薬品差額通知事業

エ 健康サポート訪問事業

特定健康診査・特定保健指導 107,188 千円

参考・主な内容

ア 特定健康診査事業

イ 特定保健指導事業

ウ 特定健診受診勧奨事業

エ 生活習慣病リスク改善対策事業

６ 基金積立金 1 財政調整基金預金利子分

７ 諸支出金 10,304

８ 予備費 10,000

歳出合計 6,351,976
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令和５年度後期高齢者医療特別会計予算について

１ 基本方針

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害がある

方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度で、平成

２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営の共同

処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。埼玉県後期高齢

者医療広域連合によると、埼玉県における令和４年度の被保険者数は約９９万２千人と増

加傾向にあり、被保険者の健康増進と医療費適正化の一層の推進による本制度の持続可能

性の確保が求められている。

令和５年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、埼玉県後期高齢者医療広域

連合が推計した市負担金算定に用いる諸係数及び当市における被保険者数に基づき予算を

編成している。

主な歳入については、埼玉県後期高齢者医療広域連合が算出した各構成市町村の保険料

賦課見込額に予定収納率を乗じて得た保険料と、高齢者の医療の確保に関する法律第９９

条に基づく、低所得者に対する保険料の軽減措置による減収相当額を補完するための「保

険基盤安定繰入金」等を計上している。

一方歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金のほか、被保

険者の資格喪失などに伴い発生する保険料還付金等を計上している。

算出の基礎となった当市の被保険者数は８，０９９人で、前年度に比べて３６５人増加

しており、これに伴い予算額も増加している。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ９億１，８３０万円

（対前年度比 ２，２８４万９千円、２．６％の増）
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歳 入 （単位：千円）

歳 出 （単位：千円）

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療保険料 799,459

特別徴収保険料 370,248
現年度分普通徴収保険料 426,156
滞納繰越分普通徴収保険料 3,055

項１ 後期高齢者医療保険料 799,459
目１ 後期高齢者医療保険料 799,459

款２ 繰入金 116,989
項１ 一般会計繰入金 116,989

目１ 保険基盤安定繰入金 116,989

款３ 繰越金 1
項１ 繰越金 1

目１ 繰越金 1
款４ 諸収入 1,851

項１ 延滞金、加算金及び過料 300
目１ 延滞金 300

項２ 償還金及び還付加算金 1,550

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,500
50

項３ 預金利子 1
目１ 預金利子 1

歳 入 合 計 918,300

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療広域連合納付金 916,749
項１ 後期高齢者医療広域連合納付

金

916,749

目１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

916,749

款２ 諸支出金 1,551
項１ 償還金及び還付加算金 1,550

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,500
50

項２ 諸支出金 1
目１ 一般会計繰出金 1

歳 出 合 計 918,300
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令和５年度和光市介護保険特別会計予算について

１ 基本方針

第８期介護保険事業計画は、団塊の世代すべてが７５歳以上になる２０２５年、さらに

は団塊ジュニア世代が６５歳以上になる２０４０年を見据え、制度の持続可能性を確保す

るとともに、社会福祉法等の一部改正により、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」

「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、

人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながる地域共生社会の実現に向けた

取組の実施を定める計画として位置づけている。

和光市が策定する第８期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画（長寿あんしんプラン）

では、これまで積極的に取り組んできた地域包括ケアシステムを拡大し、「地域互助力の

強化推進による地域共生社会の実現」を基本目標に掲げている。

令和５年度の和光市介護保険特別会計は、事業計画の基本目標を踏まえつつ、計画及び

推計による介護サービス費を計上する他、介護予防・日常支援総合事業や包括的支援事業・

任意事業に力を入れ、新介護予防拠点の整備や、認知症支援事業、生活支援体制整備事業

など、高齢者の地域のつながり・支援の充実等も見据えた予算編成としている。

令和５年度における新規事業・変更点

ア 一般介護予防事業の拡充

イ 認知症地域支援・ケア向上事業の拡充

ウ 生活支援体制整備事業の拡充

歳出（令和５年度の事業計画）

令和５年度予算の歳出のうち、保険給付費である居宅サービス費、施設サービス費

及び地域密着型サービス費については、第８期介護保険事業計画で推計したものにつ

いて令和４年度までの給付実績の伸び率等を考慮し、供給量を推計した。

地域支援事業については、介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業・

任意事業に係る経費を引き続き計上するとともに、下記の事業の拡充のため予算を計

上する。

ア 一般介護予防事業

・ 新介護予防拠点における一般介護予防事業と認知症カフェの実施
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・ 介護予防拠点と一般の通いの場を繋ぐ仕組みである地域介護予防活動支援

事業の実施

イ 認知症地域支援・ケア向上事業

・ 認知症本人・家族と地域の支援者を繋ぐ仕組みであるチームオレンジ普及

啓発のための講演会の実施

・ チームオレンジの立ち上げ・運営支援を行うチームオレンジコーディネー

ターの配置

ウ 生活支援体制整備事業

・ 役割がある形で高齢者の社会参加を推進するための就労的支援コーディネ

ーターの配置

・ 高齢者の日常生活の困りごとに支援する住民参加型の活動である高齢者版

ファミリーサポート事業の実施

歳入

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金で構成されている。

歳入の約２４.６％を占める介護保険料については、第８期基準月額５，４５５円を

基礎とし被保険者数（１５，１６０人、対前年度実績比 ７４人増）の約１.０％増加

による保険料収入の増加を見込んだ予算計上をしている。

また、歳入の約５７．８％を占める国・県・支払基金からの負担金については、歳

出に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの負

担割合を乗じて計上している。

このほか、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、歳入予算の約１

７．７％に当たる一般会計及び介護給付費準備基金からの繰入金を計上し、予算全体

を調製した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ４５億１，２９６万円８千円

（対前年度比 ３億６５３万７千円、約７．３％の増）
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一般状況

科 目 予 算 額 説 明

１ 第一号被保険者数

２ 高齢化率

３ 保険料基準額

年間平均 １５，１６０人

（対前年度実績比 ７４人増０．５％の増）

前期高齢者数（６５～７４歳）

７，５８５人

（対前年度実績比 ２４９人減３．２％の減）

後期高齢者数（７５歳以上）

７，５７５人

（対前年度実績比 ３２３人増４．５％の増）

１８．２％

（対前年度実績比 ０．２％増）

５，４５５円

（前年と同額）
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歳 入 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 介護保険料

２ 国庫支出金

３ 支払基金交付金

４ 県支出金

６ 繰入金

その他

１，１０８，０９９

８７０，４３５

１，１２５，１３７

６１１，４４８

７９７，５７８

２７１

現年度分特別徴収保険料 ９７８，９９９

現年度分普通徴収保険料 １２５，４８９

滞納繰越分普通徴収保険料 ３，６１１

介護給付費負担金 ７３５，９５１

調整交付金 ４３，９４４

地域支援事業交付金 ９０，５３８

保険者機能強化推進交付金 １

介護保険保険者努力支援交付金 １

介護給付費交付金 １，０７７，５６９

地域支援事業支援交付金 ４７，５６８

介護給付費負担金 ５６１，１２３

地域支援事業交付金 ４９，６７５

介護保険事業費補助金 ６４８

財政安定化基金支出金 ２

介護給付費繰入金 ４９８，８７４

事務費繰入金等 ５６，７８７

低所得者軽減負担金繰入金 ５２，０９５

その他一般会計繰入金 １７，４９５

社福軽減事業費繰入金 ２１７

地域支援事業繰入金 ６０，７０１

介護給付費準備基金繰入金 １１１，４０９

その他 ２７１
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歳 出 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 総務費

２ 保険給付費

介護等サービス諸費

介護予防サービス

等諸費

その他諸費

高額介護等サービス

諸費

特定入所者介護サー

ビス等費

３ 財政安定化基金拠出

金

５６，７８７

３，９９０，９９９

３，７４８，６９７

６５，２９４

２，６８０

１３０，８５０

４３，４７８

２

一般管理費 １３，０９４

連合会負担金 ９

賦課徴収費 ４，９５１

介護認定審査会費 ８，０９３

認定調査業務 ２８，５１５

運営協議会費 ２４４

趣旨普及費 １，８８１

居宅サービス系の実給付費

２，５４７，２０３

施設サービス系の実給付費

１，２０１，４９４

介護予防サービス費他 ６５，２９４

審査支払手数料他 ２，６８０

高額介護等サービス費 １３０，６６７

高額介護予防サービス費 １８３

特定入所者介護サービス費他 ４３，４７８

科目設定 ２
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科 目 予 算 額 説 明

４ 市町村特別給付費

５ 地域支援事業費

６ 利用者負担額軽減

制度事業費

７ 保健福祉事業費

その他

６９，９７８

３７７，１００

８６５

１４，８２２

２，４１５

紙おむつ等サービス費 ４５，０９２

地域送迎サービス費 １８，９９４

食の自立・栄養改善サービス費 ５，８９２

介護予防・日常生活支援総合事業費

１７６，１７６

包括的支援事業・任意事業費

２００，９２４

利用者負担額軽減制度事業費 ８６５

介護予防スクリーニング事業 ６，７１０

健康増進・介護者リフレッシュ ４，４３６

地域介護予防 ２３３

介護予防強化サービス事業 ３，４４３

その他 ２，４１５
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令和５年度和光都市計画事業

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算について

１ 基本方針

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利用

の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形成、

交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくりを目指

す都市基盤整備事業である。

令和５年度の予算編成は、前年度に引き続き街路築造及び宅地造成等工事を実施するた

め工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。

また、計画的な事業推進を目指し、次年度施工予定箇所の建物移転等補償調査業務、及

び工事実施設計業務等、並びに駅北口地区高度利用化との事業整合を図るための再開発事

業に伴う各種業務等の委託料を含め予算編成をした。

２ 予算規模

歳入歳出総額 １０億８４８万円

（対前年度比 △２億７，０６８万８千円 ２１．２％の減）
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　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 事 業 収 入 29,904 166,958 △ 137,054 △ 82.1

２ 国 庫 支 出 金 40,500 218,000 △ 177,500 △ 81.4

３ 県 支 出 金 27,000 145,333 △ 118,333 △ 81.4

４ 繰 入 金 460,274 373,975 86,299 23.1

５ 繰 越 金 1 1 0 0.0

６ 諸 収 入 1 1 0 0.0

７ 市 債 450,800 374,900 75,900 20.2

1,008,480 1,279,168 △ 270,688 △ 21.2

　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 68,762 85,526 △ 16,764 △ 19.6

２ 区 画 整 理 事 業 費 939,218 1,193,142 △ 253,924 △ 21.3

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

1,008,480 1,279,168 △ 270,688 △ 21.2

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

款

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款

歳　　　出　　　合　　　計
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令和５年度和光市水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １，５４２，６５６千円

事業費 １,４５５,４７６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

１，３３４，３６４

１９８,１９２

１００

総給水量 ９,４４２,０００

総有収水量 ９,１４０,０００

有収率 ９６．８０％

・給水収益 １,１４２,１５９千円

・受託工事収益 ３,２３４千円

・配水管工事負担金 ３７,８８４千円

・加入金 １０５,９５２千円

・下水道使用料徴収事務受託料 ５２,２２８千円

・長期前受金戻入 １５２,８７３千円

・消費税及び地方消費税還付金 ４５,０２３千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１,４４８,７７４

１,１０２

６００

５,０００

・県水受水費 ４４７,７０８千円

・動力費 ８４,２０６千円

・浄水場運転管理等委託料 ７０,３９６千円

・量水器満期交換委託料 １７,５７２千円

・水道料金等徴収等委託料 ９８,３０４千円

・水道事業経営戦略検証及び水道料金算定業務委託料

１３,２００千円

・貸倒引当金繰入額 ９３１千円

・減価償却費 ４１７,３８３千円

・固定資産除却費 ８２９千円

・企業債利息 １,１００千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ３０３,３０３千円

資本的支出 ９８７,２４２千円

※ 主要な建設改良事業

南浄水場高圧受電盤更新事業（２か年継続事業） ３００,７４０千円

酒井浄水場配水ポンプ盤更新事業（３か年継続事業） １６５,７２６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

負 担 金

企 業 債

３,３０３

３００,０００

・一般会計負担金 ３,３０３千円

・建設改良費等企業債 ３００,０００千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

予 備 費

９５２,１９４

３０,０４８

５,０００

・給配水管布設費 ４２９,０５５千円

・浄水場施設改良費 ４８５,４３０千円

・企業債償還金 ３０,０４８千円
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令和５年度和光市下水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １，２００，３９４千円

事業費 １，１３３，９６６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

９９３，５２１

２０６,８５８

１５

有収水量 ８,９４９,０００㎥

・下水道使用料 ６８７，８９６千円

・他会計負担金 ３０５，０７３千円

・指定工事店等手数料等 ５５２千円

・預金利息 ４千円

・他会計補助金 ３４,３７３千円

・長期前受金戻入 １６８,４２３千円

・下水道施設占用料等 ４,０５８千円

・過年度損益修正益 １５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１，０４８，１０１

８０,５６５

３００

５,０００

・施設維持関係委託(雨水) １１，５２７千円

(汚水) ４３，６９０千円

・施設維持等修繕 （雨水） ５，４５６千円

（汚水） ４１，１９５千円

・下水道使用料算定及び徴収事務委託

５２,２２８千円

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等

２９３,３７７千円

・貸倒引当金繰入額 ６６４千円

・減価償却費 ４９５,３３８千円

・下水道事業債利子償還金 ３９，６８５千円

・消費税及び地方消費税 ３９，８７８千円

・過年度損益修正損 ３００千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 １２３,４８８千円

資本的支出 ４７０，５６９千円

※ 主要な建設改良事業

向山通りマンホールポンプ更新工事 ３，７４０千円

牛房通りマンホールポンプ制御盤更新工事 ５，７２０千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

企 業 債

他会計補助金

負 担 金

貸付金償還金

１００，４００

８,７９９

１４，１６９

１２０

・建設改良費等企業債 １００，４００千円

・他会計補助金 ８，７９９千円

・工事負担金 １４，１６９千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

貸 付 金

予 備 費

１５１，３４０

３１３，９２９

３００

５,０００

・委託料 (雨水) １,１００千円

(汚水) １，１００千円

・工事請負費(雨水) ２６,２４３千円

(汚水) ６３,３３８千円

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金

３４,８８３千円

・下水道事業債元金償還金 ３１３,９２９千円

・水洗便所改造資金貸付金 ３００千円
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